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１ ２０２５年農林水産物の輸出について 

２０２５年の農林水産物・食品の輸出額は１兆７５００億と

なり、前年対比１１２．８％（前年は１兆５０００億円）で、１３

年連続で過去最高を更新しました。しかしながら、政府が

目標としていた２兆円(２０２５年)にはあと一歩届かず、品

目により伸びた分野と苦戦した分野と、ハッキリと二極化

が進んだ年でした。 

伸長した分野は、緑茶(抹茶)７２０億円（１９８％）米１３８億

（１１５％）牛肉７３０億（１１２％）ブリ６５０億（１２０％）ホタテ

２５００億（１３０％）で、特に緑茶は欧米・ASEAN 向け等が

健康志向や日本食への関心の高まりで大幅に増加してお

ります。一方、苦戦した分野は、青果(ぶどう・りんご・もも

等)で、他国産との競争激化や、天候要因による品質の劣

化等の影響で弱含みでした。 

主要な輸出先は、米国がトップで３１５０億円、次いで香港

（２８８０億円）、台湾（２１３０億）、中国（１８５０億）、ベトナ

ム（８９０億）となっており、上位５か国で大きなシェアー

（約７０％）を占めております。 

輸出増の主な要因としては、①世界的な日本食の人気、

②健康志向によるお茶や海産物の需要増③インバウンド

や海外の日本食レストラン

の拡大による認知度の向上

が挙げられます。一方で、課

題としては、外国における関

税の引き上げや、輸入制限

措置の発令、また、国ごとに

異なる輸入規制や検疫、輸

送コストや鮮度維持の問題

もあり、一律での解決が難し

いのも現状です。日本政府

は、２０３０年まで農産物輸

出を５兆円にする目標を立

てており、これらの課題の解

決への糸口を模索していた

だくとともに、新たな支援策

も期待されるところであります。 

山正も農産物輸出をサポートします。農家の皆様の出口戦略の一環、また新たな挑戦として、お米やイ

チゴの輸出支援を始めています。株式会社クボタ様や商社様と連携しながら販路を開拓していきますの

で、ご興味のある方、海外挑戦したい方は、担当者までお声掛けください。 
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皆様は、個人での農業経営から、次ステップの「法人成り（法人化）」について考えたことはあるでしょうか？ 

政府が発表した「みどりの食料システム戦略」においては、今後の補助金政策は、「みどり認定」取得事業者や事業

規模が大きく、計画実現性の高い事業主を中心に行っていく方針が示されています。また、経営においての、税負

担、資金繰り、後継者、雇用、労務管理等々の問題を解決する手段の一つとして「法人成り（法人化）」が考えられ

ます。今月はこの「法人成り（法人化）」の是非について、専門家でもある、税理士法人 TACT 髙井法博会計事務所 

の森先生のアドバイスを基に、ご紹介させていただきます。 

 

＜法人成り（法人化）を検討した方が良いと思われる場合＞ 

１） 所得が 800 万円超、または近い水準で推移している方 

２） 今後、規模拡大や雇用拡大を計画している方 

３） 現在の税負担が重く感じられる方 

４） 家族・親族への事業承継を検討している方 

５） 土地や機械のなどの試算の円滑な承継を検討している方 

６） 大きな設備投資の計画がある方 

７） 運転資金の調達で事業を大きくしたい方  

＊一つでも当てはまるなら、意思決定の“タイミング”と“設計”

を見直す好機です。 

 

 

＜税理士法人 TACT へのご相談＞ 

① 無料の「法人成りシミュレーション」作成します。これにより、経営の全体像を一枚の地図にまとめます。 

② 最新税制を前提に、個人・法人それぞれの税負担を試算し、税制のメリットを判定します。 

③ 社会保険・役員報酬・青色申告特典の変化を反映します。 

④ 法人の設立費用・維持コスト、資金繰りへの影響を試算します。 

⑤ 雇用・助成金活用、機械更新・土地承継の設計も検討します。 

⑥ 将来に向けての、雇用計画、資産承継、資金調達、事業規模等の“経営の筋道”を可視化します。 

⑦ 「個人から法人へ」は目的ではなく手段なので、何を目的にするかを明確にします。 

⑧ 法人成りの「する・しない」だけでなく、「いつ・どの方式で・何を準備して」移行するかを立体的に設計します。 

 

＜税理士法人 TACT を利用するメリット＞ 

１） 現場で使える“Q&A”で疑問を即解消します。同事務所では、資金繰り、補助金、税務、労務管理まで、農業

経営に直結する論点を Q&A 形式で平易に解説します。 

２） 「法人化の最適タイミングは?」とか、「最新税制で損しないポイントは?」といったピンポイントの疑問に、具体

的に対応方法を一緒に検討します。 

３） ｛社外重役｝として伴走します。税務・労務・資金繰り・補助金等あらゆる相談を行います。また、経営につい

て相談できる“社外重役”的な伴走を実施します。 

４） 単発の節税テクニックではなく、売上・人・資金・資産・承継を一気通貫でつなぎ、意思決定のスピードと安全

性を高めます。 

 

「法人成り（法人化）」にご興味のある方は担当者までご連絡いただくか、または、税理士法人 TACT 髙井法博会計

事務所の森先生までお問合せ下さい。 

＜問い合わせ・無料診断＞ 

税理士法人 TACT 髙井法博会計事務所 

住所:岐阜市打越 546 番地の 2  

担当:農業プロジェクト 森本・森(海)(農業経営アドバイザー)、 電話:058-233-3333(代) 

２ 
農業経営の「今」と「次」を強くする「法人成り（法人化）」 

あなたの最適解は？ 
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